
子ども・子育て支援対策調査 

特 別 委 員 会 情 報 連 絡 

令和６年１月２４日 

情 報 連 絡 事 項  頁 

（教 育指 導 部）なし 

（学 校運 営 部）なし 

（子ども家庭部） 

（１）千住大川端地区の開発に伴う開発地内への子育て支援施設の設置要請について・・２

（２）家庭的保育事業の認可手続き及び利用定員の確認について・・・・・・・・３

（ 教 育 委 員 会 ） 



子ども・子育て支援対策調査特別委員会 情報連絡 

令和６年１月２４日 

件 名 
千住大川端地区の開発に伴う開発地内への子育て支援施設の設置要請に

ついて 

所管部課名 
子ども家庭部 私立保育園課、子ども施設運営課 

地域のちから推進部 住区推進課 

内 容 

千住大川端地区の開発（地権者３者が計画する約２，１００戸の住宅供給

（令和９年度末から令和１４年度末の間で２期に分けて供給））に伴い、開

発地内で発生する保育園、学童保育の需要を充足させるため、以下のとおり

地権者に対し、民設民営の子育て支援施設整備を要請する。 

なお、子育て支援施設量の適否判断については、今後継続して検証を行っ

ていく。 

１ 地権者に要請する子育て支援施設について 

建物番号 整備時期 面積 要望施設 

第一期 

① 令和９年度末 300 ㎡ 保育園（定員 60 名） 

② 令和１０年度中
500 ㎡ 保育園（定員 90 名） 

140 ㎡ 学童保育（53名） 

第二期 ③ 令和１４年度末 
300 ㎡ 保育園（定員 60 名） 

200 ㎡ 学童保育（78名） 
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子ども・子育て支援対策調査特別委員会情報連絡一覧表 

件 名 内 容 日時及び場所 ＰＲの方法 

１ 家庭的保育

事業の認可手

続及び利用定

員の確認につ

いて 

所管課 

【子ども施設入

園課】 

 児童福祉法及び子ども・子育て支

援法に基づき、家庭的保育事業の認

可手続及び利用定員の確認を行っ

た。 

１ 家庭的保育事業の認可手続につ

いて 

（１）認可理由 家庭的保育事業に

おける事業の継承 

 定年等により保育補助者（以

下「事業継承者」という。）に

事業を継がせたいという意向が

あった家庭的保育事業者につい

て、令和４年度の子ども施設指

定管理者等選定審査会において

事業継承者が家庭的保育者とし

て認定された。 

このたび、２事業者が事業の

継承準備が整ったので、該当の

事業継承者について認可手続を

行った。 

（２）認可適合基準

認可者である区が審査した結

果、認可基準に適合しているこ

とを確認した（Ｐ４～５参照）。 

（３）事業継承者

ア 氏名：荒井 美夏

現事業者名：宮本 誠子

所在地：足立区古千谷本町

３  ３－５－１５ 

  定員：５名 

イ 氏名：鴨下 優美

現事業者名：富永 八千代

所在地：足立区古千谷本町

２－５－３０－１０６ 

定員：５名 

【認可年月日】 

令和６年 

４月１日 

区ホームページ

で公開する「保

育ママ募集人員

表」において認

可事業者として

掲載する。 
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２ 利用定員の確認について 

 職員配置及び面積基準に問題が

ないため、申請のとおり利用定員

を確認した。 
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家庭的保育事業審議資料 審議資料

分類 基準(㎡）  実際（㎡）

1 荒井　美夏
足立区古千谷本町
３－５－１５

事業継承者 5 適合 16.5 19.6 自園調理 良好

2 鴨下　優美
足立区古千谷本町
２－５－３０－１０６

事業継承者 5 適合 16.5 16.5 自園調理 良好

【職員配置】
家庭的保育者１人が保育することができる乳幼児の数は３人以下とする。
ただし、家庭的保育者が家庭的保育補助者とともに保育する場合には５人以下とする。
【保育室面積】
保育室の面積は9.9㎡以上であること。
ただし、保育する乳幼児が３人を超える場合は、9.9㎡に３人を超える人数１人につき3.3㎡を加えた面積とする。
【給食】
調理員が家庭的保育事業内の調理設備又は調理室で調理し、提供を行う。
ただし、規定を満たす搬入施設からの給食の搬入も認められる。
【財務状況】
収支予算書、納税証明書、財務情報等の公表において、家庭的保育事業を行うために必要な経済的基礎があること
を確認する。

財務状況給食NO 氏　  名 所在地 定員
職員

配置基準
保育室面積
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荒井　美夏 鴨下　優美

筆記試験 家庭的保育者養成研修（基礎研修、認定研修）で学習した内容 95.0% 90.0%

作文

① 家庭的保育者の役割を理解し、自覚と責任感が表れている。
② どのような保育がしたいというビジョンが明確に表れている。
③ 家庭（保護者）支援についての視点がしっかりと加わっている。
など

76.8% 77.2%

保育園実習

① 子どもの健康状態や環境の清潔について理解ができたか。
② 子どもの事故防止や環境への配慮について理解ができたか。
③ 乳児の発達経過や個人差等についてある程度理解できたか。
など

86.0% 86.0%

ヒアリング

① 家庭的保育事業に対する熱意と意欲、誠実さがある。
② 災害、事故、疾病等に適切な対応ができる危機管理能力がある。
③ 園児の安全（施設整備・防犯）、衛生・健康管理が適切である。
など

74.6% 76.7%

総合評価 83.1% 82.5%

※各割合は得点率を示す。

※個別の項目で概ね７割に満たない場合又は総合評価点数が７割に満たない場合は事業継承者として承認しない。

視点審査項目

家庭的保育事業の継承にあたっての審査結果
（令和４年１０月１４日　第２回足立区子ども施設指定管理者等選定審査会）

事業継承者氏名
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